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平成 17 年 3月期   決算短信（連結）                   平成17年 5月25日 
 
会 社 名  株式会社 ダイナム                     本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ http://www.dynam.jp） 

代  表  者  代表取締役社長 佐藤公平 
問合せ先責任者 取締役副社長   佐々木哲夫              TEL (03)3802－8033 
決算取締役会開催日 平成 17年 5月 2日 

米国会計基準採用の有無     無 

 
１． 17 年 3 月期の連結業績（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績                （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高      営業利益  経常利益  

 
17年3月期 
16年3月期 

百万円   ％

        1,078,170     29.7

          830,963     29.4

百万円   ％

18,405      42.9

12,880   △ 25.0

百万円   ％

17,899     43.4

12,483  △ 24.8

 
 

当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
17年3月期 
16年3月期 

百万円  ％ 

6,805     1.2 

6,727 △ 20.8 

  円 銭

210 43 

206 76 

円 銭

－ 

－ 

％ 

13.7 

15.5 

％ 

13.1 

10.7 

％

1.7 

1.5 

(注)①持分法投資損益        17年 3月期    － 百万円   16年 3月期    － 百万円 
    ②期中平均株式数（連結） 17年 3月期 32,264,844株      16年 3月期 32,452,478株 
    ③会計処理の方法の変更  無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
17年3月期 
16年3月期 

百万円 

144,931 

127,929 

百万円

52,877 

46,455 

％ 

36.5 

36.3 

円  銭

1,633    12  

1,435    88 

(注)期末発行済株式数(連結)  17 年 3 月期  32,368,718 株    16 年 3 月期  32,340,718 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         

キャッシュ･フロー 

投資活動による         

キャッシュ･フロー 

財務活動による         

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高         

 
17年3月期 
16年3月期 

百万円 

35,602 

14,892 

百万円

△ 43,013 

△ 32,040 

百万円 

9,947 

15,848 

百万円

13,577 

11,018 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   8 社  持分法適用非連結子会社数   - 社  持分法適用関連会社数  - 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   2 社 (除外)  - 社    持分法 (新規)  - 社 (除外)  - 社 
 

２．18年3月期の連結業績予想（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
通  期 

百万円

1,295,000 

百万円

16,500 

百万円

9,000 

(参考)1株当たり予想当期純利益（通期）278円 45銭 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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平成17年 3月期  個別財務諸表の概要            平成17年 5月25日 

 

会 社 名 株式会社 ダイナム                                                      
（ＵＲＬ http://www.dynam.jp）                                                本社所在都道府県 東京都 

代  表  者  代表取締役社長 佐藤 公平 
問合せ先責任者 取締役副社長  佐々木哲夫         ＴＥＬ (03)3802－ 8033 
決算取締役会開催日 平成  17年  5月  2日                    中間配当制度の有無    有 

定時株主総会開催日 平成  17年  6月  29日          単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000株） 

 

１． 17年3月期の業績(平成16年4月1日～平成17年3月31日) 

(1)経営成績            （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

1 7 年 3 月 期 1,074,620 29.8 14,732  18.8 14,224  17.6
1 6 年 3 月 期   827,779 29.6 12,401 △ 25.4 12,093 △ 25.3

 

 
当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経 常 利 益 率 

売 上 高
経 常 利 益 率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
1 7 年 3 月 期 5,484 △ 17.0 169 49  － 11.2 10.9 1.3

1 6 年 3 月 期 6,609 △ 20.4 203 11  － 15.3 10.6 1.5

(注)①期中平均株式数 17年3月期 32,264,844株    16年3月期 32,452,478株 
   ②会計処理の方法の変更  無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2)配当状況 

1株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本

配 当 率    

  円 銭   円 銭  円 銭  百万円    ％     ％
1 7 年 3 月 期 12 50 － 12 50 404 7.4 0.8

1 6 年 3 月 期 12 50 － 12 50 404 6.2 0.9

  

(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 

1 7 年 3 月 期 
百万円 

139,455 

百万円

51,446 

％ 

36.9 

   円  銭

1,588 90 
1 6 年 3 月 期 122,706 46,323 37.8 1,431 81 

(注)①期末発行済株式数   17年3月期 32,556,718株 16年3月期 32,340,718株 

  ②期末自己株式数  17年3月期   188,000株                16年3月期   216,000株 

 

２．18年3月期の業績予想(平成17年4月1日～平成18年3月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中間 期末  

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
通 期 

1,290,000 15,000 8,000   －  － －

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   247円 45銭 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因によって予想数値と大幅に異なる場合があります。 
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個別財務諸表等 
（1）貸借対照表 

（単位：千円） 

前事業年度 当事業年度 増減 

(平成16年3月31日) (平成17年3月31日) (△印減) 

 
期   別 

 
科   目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

（資産の部）  ％  ％  

Ⅰ 流動資産  16,717,958 13.6 25,222,318 18.1 8,504,359

 現 金 及 び 預 金 ※1 10,779,320 13,555,839  2,776,519

 売 掛 金  267,792 239,385  △28,406

 有 価 証 券  － 10,000  10,000

 景 品  2,417,917 3,288,819  870,901

 プ リ ペ イ ド カ ー ド  829,208 552,891  △276,316

 貯 蔵 品  157,007 135,864  △21,142

 前 渡 金  52,700 49,400  △3,300

 前 払 費 用  763,929 921,184  157,255

 繰 延 税 金 資 産  866,390 1,087,611  221,220

 短 期 貸 付 金  － 5,104,347  5,104,347

 そ の 他  583,991 277,247  △306,744

 貸 倒 引 当 金  △299 △272  26

Ⅱ 固定資産  105,988,253 86.4 114,232,988 81.9 8,244,734

1 有形固定資産  85,670,802 69.8 91,248,495 65.4 5,577,693

 建 物 ※1 33,792,220 38,898,306  5,106,086

 構 築 物  10,267,857 11,560,843  1,292,985

 車 両 運 搬 具  214 326  111

 工 具 、 器 具 及 び 備 品  14,279,853 13,348,321  △931,532

 土 地 ※1 25,049,339 25,333,383  284,043

 建 設 仮 勘 定  2,281,316 2,107,315  △174,001

2 無形固定資産  4,837,328 4.0 5,481,913 3.9 644,584

 借 地 権  3,725,725 4,560,751  835,025

 ソ フ ト ウ ェ ア  1,006,137 802,500  △203,637

 そ の 他  105,465 118,660  13,195

3 投資その他の資産  15,480,122 12.6 17,502,579 12.6 2,022,457

 投 資 有 価 証 券 ※1 777,694 896,043  118,349

 関 係 会 社 株 式  3,090,000 3,990,000  900,000

 出 資 金  251,981 107,111  △144,870

 長 期 貸 付 金  276,320 268,613  △7,707

 建 設 協 力 長 期 貸 付 金 ※1 666,632 760,216  93,583

 長 期 前 払 費 用  2,883,112 3,336,716  453,603

 繰 延 税 金 資 産  460,063 469,280  9,217

 賃 貸 固 定 資 産 ※1 1,015,640 1,082,655  67,015

 差 入 保 証 金 ※1 5,839,383 6,254,459  415,075

 そ の 他  326,246 433,829  107,582

 貸 倒 引 当 金  △106,953 △96,346  10,607

資産合計 122,706,212 100.0 139,455,306 100.0 16,749,094
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（単位：千円） 

前事業年度 当事業年度 増減 

(平成16年3月31日) (平成17年3月31日) (△印減) 

 
期  別 

 
科   目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

（負債の部）  ％  ％  

Ⅰ 流動負債  30,731,220 25.0 35,680,443 25.6 4,949,222

 買 掛 金  1,285,399 1,275,501  △9,898

 コマーシャルペーパー  4,000,000 2,000,000  △2,000,000

 短 期 借 入 金 ※1 2,200,000 1,800,000  △400,000

 １年以内返済予定の長期借入金 ※1 13,038,822 16,816,501  3,777,679

 １年以内償還予定の社債  － 600,000  600,000

 未 払 金   4,172,755 4,406,465  233,709

 未 払 費 用  2,767,606 3,394,814  627,207

 未 払 法 人 税 等  1,393,000 2,294,625  901,625

 未 払 消 費 税 等  329,111 868,080  538,968

 預 り 金  319,094 957,207  638,113

 前 受 収 益  14,840 15,502  662

 預 か り 商 品  1,178,661 1,217,178  38,517

 そ の 他  31,930 34,567  2,638

Ⅱ 固定負債  45,651,298 37.2 52,328,086 37.5 6,676,788

 社 債  8,600,000 10,000,000  1,400,000

 長 期 借 入 金 ※1 35,664,973 40,848,472  5,183,499

 退 職 給 付 引 当 金  691,339 804,474  113,135

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  216,897 241,785  24,887

 そ の 他  478,088 433,355  △44,732

負債合計 76,382,518 62.2 88,008,530 63.1 11,626,011

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※2 5,000,000 4.1 5,000,000 3.6 －

Ⅱ 資本剰余金  － － 28,120 0.0 28,120

 その他資本剰余金  － 28,120  28,120

Ⅲ 利益剰余金  41,530,412 33.9 46,592,880 33.4 5,062,467

 １．利益準備金  137,400 179,700  42,300

 ２．任意積立金  34,000,000 40,000,000  6,000,000

 ３．当期未処分利益  7,393,012 6,413,180  △979,832

Ⅳ その他有価証券評価差額金  60,904 0.0 81,451 0.1 20,547

Ⅴ 自己株式 ※3 △267,624 △0.2 △255,676 △0.2 11,948

資本合計 46,323,693 37.8 51,446,776 36.9 5,123,082

負債・資本合計 122,706,212 100.0 139,455,306 100.0 16,749,094

       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 5

 
 
（2）損益計算書 

（単位：千円） 

前事業年度 当事業年度 増減 

自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

(△印減) 

 
期  別 

 
 
科   目 金額 百分比 金額 百分比 金額 増減率

  ％  ％  ％

Ⅰ 営業収益 ※1 827,779,235 100.0 1,074,620,298 100.0 246,841,063 29.8

Ⅱ 営業原価  805,127,548 97.3 1,047,474,664 97.5 242,347,116 30.1

 営業総利益  22,651,686 2.7 27,145,634 2.5 4,493,947 19.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費  10,249,949 1.2 12,413,390 1.2 2,163,440 21.1

 営業利益  12,401,737 1.5 14,732,243 1.4 2,330,506 18.8

Ⅳ 営業外収益  1,034,952 0.1 1,063,646 0.1 28,694 2.8

 受取利息   26,045 108,676  82,631 

 受取配当金  14,712 15,432  720 

 不動産等賃貸収益 ※2 360,601 404,390  43,789 

 中古遊技台斡旋手数料  220,145 －  △220,145 

 リサイクルカード受入益  165,304 229,683  64,379 

 保険金収入  － 126,037  126,037 

 その他  248,144 179,426  △68,718 

Ⅴ 営業外費用  1,343,655 0.2 1,571,121 0.1 227,465 16.9

 支払利息  795,361 916,904  121,543 

 社債利息  128,971 164,778  35,807 

 不動産等賃貸費用  92,850 103,319  10,468 

 ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ等手数料  194,382 308,140  113,757 

 その他  132,089 77,921  △54,110 

 経常利益  12,093,033 1.5 14,224,768 1.3 2,131,735 17.6

Ⅵ 特別利益  118,197 0.0 10,633 0.0 △107,563 △91.0

 固定資産売却益 ※3 1,581 －  △1,581 

 貸倒引当金戻入額  － 10,533  10,533 

 退職一時金制度終了益  116,616 －  △116,616 

 その他  － 100  100 

Ⅶ 特別損失  187,036 0.0 4,185,959 0.4 3,998,922 2,138.0

 固定資産除却損 ※4 125,710 136,874  11,164 

 旧検定機遊技台解約リース料  － 1,865,599  1,865,599 

 旧検定機遊技台除却損  － 1,435,887  1,435,387 

 貸倒引当金繰入額  21,285 －  △21,285 

 出資金持分損失  21,550 －  △21,550 

 その他  18,490 747,597  729,107 

 税引前当期純利益  12,024,194 1.5 10,049,443 0.9 △1,974,751 △16.4

 法人税、住民税及び事業税  5,267,171 0.7 4,808,852 0.4 △458,318 

 法人税等調整額  147,719 0.0 △244,136 0.0 △391,855 

 当期純利益  6,609,303 0.8 5,484,726 0.5 △1,124,577 △17.0

 前期繰越利益  783,708 928,453  144,744 

 当期未処分利益  7,393,012 6,413,180  △979,832 
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（3）利益処分案 
                                                                            （単位：千円） 

前事業年度 当事業年度   増減 
期  別 

 
 
科   目 

金額 金額   金額 

Ⅰ 当期未処分利益 7,393,012 6,413,180 △979,832 

Ⅱ 利益処分額    

 利益準備金 42,300 42,100 △200 

 配当金 404,258 404,608 350 

  (1株につき12円50銭) (1株につき12円50銭)  

 役員賞与金 18,000 16,000 △2,000 

 (うち、監査役賞与金) (1,500) (1,200) △300 

 任意積立金    

 別途積立金 6,000,000 5,000,000 △1,000,000 

Ⅲ 次期繰越利益 928,453 950,471 22,017 
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（4）重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年 4月 1日 
  至 平成16年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日) 

 

１. 有価証券の評価基準及び 

評価方法 

 

 

(1) 満期保有目的の債券 
償却原価法（定額法）を採用し 

ております。 

 

(1) 満期保有目的の債券 
同左 

  

(2) 子会社株式 
移動平均法による原価法を採用 

しております。 

 

(2) 子会社株式 
同左 

  

(3) その他有価証券 
時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

 

 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

 

２．デリバティブの評価基準及び 

  評価方法 

 

デリバティブ 

時価法を採用しております。 

 

 

デリバティブ 

同左 

 

 

３．たな卸資産の評価基準及び 

評価方法 

 

 

 

 

 

(1)  景品・プリペイドカード 

総平均法による原価法を採用し

ております。 

 

(2)  貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しており

ます。 

 

(1) 景品・プリペイドカード 

    同左 

 

 

(2) 貯蔵品 

    同左 

 

 

４. 固定資産の減価償却の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 有形固定資産 
定率法を採用しております。 

ただし、平成10年 4月 1日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建 物 15～22年 

構 築 物 10～20年 

 

 

(1) 有形固定資産 

   同左 

 

 

 

(2)  無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

    同左 

 

  

(3)  長期前払費用 

均等償却をしております。 

 

 

(3) 長期前払費用 

    同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年 4月 1日 
  至 平成16年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日) 

 

５．繰延資産の処理方法 

 

 

(1)  社債発行費 

支出時に全額費用として処理し

ております。 

 

 

(1) 社債発行費 

同左 

  

(2) 社債発行差金 

社債の償還期間にわたり均等償

却しております。 

 

 

 

 
６．引当金の計上基準 

 
(1)  貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失
に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。 

 
(1) 貸倒引当金  

    同左 
 

  
(2)  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため
当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しており
ます。なお、数理計算上の差異
は、発生の翌事業年度に全額費用
処理しております。 

 
(2) 退職給付引当金 
        同左 

  
（追加情報） 

当社は、平成15年11月30日を
もって従来の退職一時金制度の一
部を確定拠出年金制度へ移行し、
退職給付制度間の移行等に関する
会計処理(企業会計基準適用指針第
1号)を適用しております。 
これに伴い退職給付引当金
565,731千円を取り崩すとともに、
平成15年11月30日現在における退
職一時金制度終了益116,616千円を
特別利益に計上しております。 

 
 

  
(3)  役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え
るため、当社内規に基づく期末要
支給見積額を計上しております。 
 

 
(3) 役員退職慰労引当金 

 同左 

 
７．リース取引の処理方法 

 
リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 
 

 
同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年 4月 1日 
  至 平成16年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日) 

 

８．ヘッジ会計の方法 

 

(1)  ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。ただし、金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たして

いるものは特例処理を採用してお

ります。 

 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

長期借入金の変動支払利息を

ヘッジ対象とし、金利スワップを

ヘッジ手段としております。 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

  

(3) ヘッジ方針 

財務上のリスク管理対策の一環

として、借入金の金利変動リスク

を軽減することを目的として、デ

リバティブ取引によるヘッジを

行っております。 

 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、借入金金

利の変動の累計と金利スワップ取

引の金利の変動の累計を比較し、

ヘッジ有効性の評価を行っており

ます。 

なお、特例処理によっている金

利スワップについては、ヘッジ有

効性の評価を省略しております。 

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年 4月 1日 
  至 平成16年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日) 

 

９．その他財務諸表作成のための 

重要な事項 

 

 

(1)  消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっており、控除対象外消費

税等は、当事業年度の費用として

処理しております。 

 

(1) 消費税等の処理方法 

同左 

 

 

 

(2) 預り商品の会計処理方法 

貯玉（顧客が遊技した結果、手

許に残った玉等を当日景品と交換

せず、「会員カード」にその玉等

の数量を登録し、後日これを引き

出して景品と交換するか再プレー

に使用するもの。）は、景品の未

渡し又は一時預りとして認識し、

景品原価率に基づき債務として預

り商品に計上しております。 

 

 

(2) 預り商品の会計処理方法 

同左 

  

 

 

(3) CMS(ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼｽﾃﾑ) 

当社グループの資金効率化を目

的としたＣＭＳ（キャッシュ・マ

ネジメント・システム）を導入し

たことにより、グループ間の融資

に関連して、貸借対照表上に「短

期貸付金」5,081,406千円及び「預

り金」610,693千円が含まれており

ます。 
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（5）追加情報 

（法人事業税における外形標準課税部分の表示方法） 

前事業年度 
(自 平成15年 4月 1日 
  至 平成16年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日) 

  
当事業年度から「法人事業税における外形標準課
税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取
扱い（実務対応報告第12号）」（企業会計基準委員
会 平成16年2月13日）に基づき、法人事業税の付加
価値割及び資本割206,738千円を販売費及び一般管理
費として計上しております。この結果、販売及び一
般管理費が同額増加し、営業利益、経常利益及び税
引前当期純利益が同額減少しております。 

 

 

（6）表示方法の変更 

前事業年度 
(自 平成15年 4月 1日 
  至 平成16年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日) 

 
 
 
 

 
（貸借対照表） 
 
前事業年度まで流動資産「その他」に含めて表示し
ておりました「短期貸付金」は資産総額の100分の10
を超えたため区分掲記することといたしました。 
なお、前事業年度における「短期貸付金」の金額
は406,242千円であります。 

  
前事業年度まで投資その他の資産「その他」に含
めて表示しておりました投資事業有限責任組合に対
する出資（96,271千円）は、「証券取引法等の一部
を改正する法律」（平成16年法律第97号）が施行さ
れたことに伴い、当事業年度から「投資有価証券」
として表示しております。 
なお、前事業年度における投資事業有限責任組合

に対する出資は125,170千円であります。 
 
（損益計算書） 
 
前事業年度まで区分掲記しておりました営業外収益
の「受取事務手数料」は、営業外収益の総額の100分の
10以下となったため、営業外収益「その他」に含めて
表示しております。 
なお、当事業年度における「受取事務手数料」の金
額は15,068千円であります。 

 
（損益計算書） 
 
前事業年度まで区分掲記しておりました営業外収益
の「中古遊技機械斡旋手数料」は、営業外収益の総額
の100分の10以下となったため、営業外収益「その
他」に含めて表示しております。 
なお、当事業年度における「中古遊技機械斡旋手数
料」は、32,748千円であります。 

 
前事業年度まで営業外費用「その他」に含めて表示
しておりました「シンジケートローン等手数料」は、
営業外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記し
ております。 
なお、前事業年度における「シンジケートローン等
手数料」の金額は90,276千円であります。 

 

 
前事業年度まで特別損失の「その他」に含めて表示
しておりました「貸倒引当金繰入額」は、特別損失の
総額の100分の10を超えたため区分掲記しております。
なお、前事業年度における「貸倒引当金繰入額」の
金額は2,095千円であります。 
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注 記 事 項          

（貸 借 対 照 表 関 係         ）  

前事業年度 
（平成16年 3月31日） 

当事業年度 
（平成17年 3月31日） 

 
※１. 
 
 

(1) 

 
担保に供している資産並びにこれに対応す

る債務は次のとおりであります。 
 
担保に供している資産 

 
※１.
 
 

(1)

 
担保に供している資産並びにこれに対応す

る債務は次のとおりであります。 
 
担保に供している資産 

 千円  千円 

 現 金 及 び 預 金 49,116  建 物 8,502,184
 建 物 9,094,126  構 築 物 205,094
 土 地 18,776,329  土 地 18,140,573
 投 資 有 価 証 券 16,230  投 資 有 価 証 券 19,210
 賃 貸 固 定 資 産 323,909  賃 貸 固 定 資 産 313,349

差 入 保 証 金 823,443 差 入 保 証 金 815,643 
建設協力長期貸付金 1,090,541

 
建設協力長期貸付金 1,019,689

  計   30,173,695

 

  計   29,015,745

 

    

 (2) 同上に対応する債務 (2) 同上に対応する債務 

 千円  千円 

 短 期 借 入 金  417,709  短 期 借 入 金  180,000 
 長 期 借 入 金  30,021,535  長 期 借 入 金  32,092,262 
 (１年以内返済予定額を含む)   (１年以内返済予定額を含む)  
  計   30,439,244   計   32,272,262 
   

※２．会社が発行する株式  ※２. 会社が発行する株式  
 普 通 株 式 

150,000,000 株
  普 通 株 式 

150,000,000 株
 

        
 発行済株式総数   発行済株式総数  
 普 通 株 式 

32,556,718 株
  普 通 株 式 

32,556,718 株
 

 
 
※３. 

 
 
自己株式 
当社が保有する自己株式の数は、普通株式
216,000株であります。 

 
 

※３.

 
 
自己株式 
 当社が保有する自己株式の数は、普通株式
188,000株であります。 

４. 
 

配当制限 
 商法施行規則第124条第3号に規定する資
産に時価を付したことにより増加した純資
産額は60,759千円であります。 

４.
 
配当制限 
 商法施行規則第124条第3号に規定する資
産に時価を付したことにより増加した純資
産額は81,451千円であります。 

５. 
 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行20行と当座貸越契約及び貸出コ
ミットメント契約を締結しております。 
当事業年度末における当座貸越契約及び貸
出コミットメントに係る借入未実行残高等は
次のとおりであります。 
 

５. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行24行と当座貸越契約及び貸出コ
ミットメント契約を締結しております。 
当事業年度末における当座貸越契約及び貸
出コミットメントに係る借入未実行残高等は
次のとおりであります。 

 千円  千円 

 当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 29,500,000

 

 
 

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 39,300,000

 
 借 入 実 行 残 高  20,100,000   借 入 実 行 残 高  22,980,000  

差 引 額 9,400,000  差 引 額 16,320,000   
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（損 益 計 算 書 関 係         ）  

前事業年度 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

  

※１.  販売費及び一般管理費のうち販売費に属する
費用のおおよその割合は1.3%であり、一般管理
費に属する費用のおおよその割合は98.7%であ
ります。 
なお、主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。 

※１.  販売費及び一般管理費のうち販売費に属す
る費用のおおよその割合は11.0%であり、一般
管理費に属する費用のおおよその割合は89.0%
であります。 
なお、主要な費目及び金額は次のとおりで
あります。 

千円 千円

役 員 報 酬 128,900 役 員 報 酬 121,527
給 料 手 当 2,491,535 給 料 手 当 3,841,889
賞 与 794,271 賞 与 1,036,740
退 職 給 付 費 用 100,399 退 職 給 付 費 用 138,344
役員退職慰労引当金繰入額 22,395 役員退職慰労引当金繰入額 24,887
福 利 厚 生 費 1,909,997 福 利 厚 生 費 2,251,853
租 税 公 課 598,895 租 税 公 課 357,887
減 価 償 却 費 607,752 減 価 償 却 費 1,178,727
支 払 手 数 料 563,542 支 払 手 数 料 1,132,412
貸倒引当金繰入額 182  

  

  

※２． 関係会社との取引に係るものが次のとおり含
まれております。 

 
不動産賃貸収益           233,734千円

※２． 関係会社との取引に係るものが次のとおり
含まれております。 

 
不動産賃貸収益         244,921千円 

※３． 固定資産売却益の内訳は次のとおりであり
ます。 

 千円

※３．  

 建 物 119  
 工具、器具及び備品 97  
 土 地 679  
 賃 貸 固 定 資 産 685  
 計 1,581  

    

 

 
※４． 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

 
※４． 固定資産除却損の内訳は次のとおりであり

ます。 

千円 千円

 建 物 77,774  建 物 4,071 
 構 築 物 30,849  構 築 物 3,714 
 工具、器具及び備品 14,298  工具、器具及び備品 129,088 
 借 地 権 622  計 136,874 
 撤 去 費 用 2,165    
 計 125,710     
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① リース取引関係 

前事業年度 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取 得 価 額
相 当 額

減価償却累 
計額相当額 

期 末 残 高
相 当 額

 
 

（千円） （千円） （千円）  

車 両 運 搬 具 209,278 84,820 124,457  

工具、器具及び備品 37,603,021 17,591,509 20,011,511  

合 計 37,812,299 17,676,329 20,135,969  
 

取 得 価 額
相 当 額

減価償却累 
計額相当額 

期 末 残 高
相 当 額

 

 

（千円） （千円） （千円）  

車 両 運 搬 具 401,925 171,718 230,207  

工具、器具及び備品 57,060,719 24,715,918 32,344,801  

合 計 57,448,534 24,875,030 32,573,503  
 

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 12,997,822 千円 １ 年 内 22,137,910千円

１ 年 超 7,486,883 千円 １ 年 超 10,999,268千円

合 計 20,484,705 千円 合 計 33,137,179千円

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料 16,340,825 千円 支 払 リ ー ス 料 28,620,057千円

減価償却費相当額 15,650,174 千円 減価償却費相当額 27,550,771千円

支 払 利 息 相 当 額 748,246 千円 支 払 利 息 相 当 額 1,189,788千円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１ 年 内 470,016 千円 １ 年 内 674,166 千円

１ 年 超 3,040,396 千円 １ 年 超 4,452,445 千円

 合          計 

 

3,510,412 千円  合          計 5,126,612 千円

 

② 有価証券関係 

前事業年度(自平成15年4月1日 至平成16年3月31日)及び当事業年度(自平成16年4月1日 至平成17年3月31日)における子

会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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③ 税効果会計関係 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） 

 前事業年度 

（平成16年3月31日） 

当事業年度 

（平成17年3月31日） 

 繰延税金資産（流動） 

未払事業税及び事業所税 

賞与引当金損金算入限度超過額 

   

130,771 

735,619 

    

177,207 

910,404 

 

計  866,390   1,087,611  

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金損金算入限度超過額 

役員退職慰労引当金 

リースバック支払利息否認 

投資有価証券評価損 

貸倒引当金損金算入限度超過額 

その他 

  

248,577 

86,759 

50,843 

66,469 

42,901 

5,115 

   

307,810 

96,714 

3,119 

64,768 

38,647 

12,521 

 

計  500,666   523,581  

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 

  

△40,603 

   

△54,301 

 

繰延税金資産（固定）の純額 460,063  469,280 

       

                                                                                                                 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳 

（単位：％） 

 前事業年度 

（平成16年3月31日） 

当事業年度 

（平成17年3月31日） 

 

法定実効税率 

(調整) 

住民税均等割 

留保金課税 

IT投資の法人税特別控除 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 

その他 

  

42.0 

 

0.9 

4.8 

△1.4 

－ 

△1.3 

   

40.0 

 

1.4 

4.8 

△1.3 

－ 

0.5 

 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.0  45.4 
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④ １ 株 当 た り 情 報             

前事業年度 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

１株当たり純資産額  1,431 円 81 銭 １株当たり純資産額  1,488 円 90 銭 

１株当たり当期純利益金額 203 円 11 銭 １株当たり当期純利益金額 169 円 49 銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  

 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

 

前事業年度 

(自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日) 

当事業年度 

(自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日) 

当期純利益（千円） 6,609,303 5,484,726 

普通株主に帰属しない金額（千円） 18,000 16,000 

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） (18,000) (16,000) 

普通株主に係る当期純利益（千円） 6,591,303 5,468,726 

期中平均株式数（株） 32,452,478 32,264,844 

 
 


